別紙様式
平成２３年度　９月補正予算　　　支出科目　款：商工費　項：商工費　目：金融対策費
	事業名:中小企業制度融資貸付金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　　　　　商工労働部 中小企業課 資金融資担当　電話番号：058-272-1111（内3066）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　E-mail：c11363@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　補正要求額：662,500千円
（現計予算額：50,388,700千円　　補正後予算額　51,051,200千円）

	要求内容


	１　要求の内容


（1） 目的及び内容
　【産業活性化資金（国際的事業展開支援枠）】

円高の進行は国内の景気や雇用の悪影響を及ぼす一方、海外へ進出できる中小企業にとっては、円高のメリットを享受できる絶好の機会であることから、海外への事業展開に必要な提携先又は投資先の調査等に必要な資金支援を行う。　

このために、産業活性化資金において保証料の全額補給を行う「国際的事業展開支援枠」を創設し、当資金の融資目標額を増額（３億円）する。
　　【経済変動対策資金（円高枠）】

世界的な不況と財政不安から急激な円高が進行しており、戦後の最高値を更新し、このような円高が長期化することが予想される。特に輸出製品を製造する県内の中小企業を中心に、為替差損による採算性の悪化、価格競争力の低下による輸出量の減少など業況が悪化し雇用維持や企業そのものの存続にも影響することが想定されることから円高の影響を受けた県内事業者の資金繰りを支援できる体制を構築する。
このことから、経済変動対策資金において保証料の一部補給を行う「円高枠」を創設し、当資金の融資目標額を増額（５０億円）する。
	２　所要経費


　今年度における新規融資目標額について、経済変動対策資金（５０億円）、産業活性化対策資金（１億２千万）をそれぞれ増額し、それに見合う貸付金（預託金）を増額する。

（１）資金別
　　①一般資金　　　　　 7,096,400千円
　　②元気企業育成資金　13,065,100千円（現計予算　13,027,600千円）
　　③特別経済対策資金　29,538,900千円（現計予算　28,913,900千円）
　　④災害復旧資金　　　   808,900千円
　　⑤取扱終了資金　　　   541,900千円　　　　
計51,051,200千円

（２）新規・継続別
①新規融資分：　　　10,093,000千円（新規融資目標額 77,530,000千円）

　　②継続融資分：　　　40,958,200千円　　　　
計51,051,200千円

	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


　地域外から所得を稼ぐことができる製造業を本県産業の中核と位置付け、モノづくりの振興を通じ、人口減少に伴う地域内消費の減少を克服し、力強い地域経済をつくります。
	２　これまでの取組状況


　震災、円高など、さまざまな経済状況に応じて、事業に影響を受けるおそれのある中小企業者に対して、既存要件の見直し、融資枠の新設、融資目標額の増額などにより、中小企業者への資金供給の円滑化を図った。
	３　これまでの取組に対する評価


　平成２２年度の新規融資実績額は、５７２億円と過去１０年間で最も高い実績であった平成２１年度よりも大幅に減少し、景気対応緊急保証制度開始前の平成１９年度と同程度の実績となったが、県内中小企業者等に対する金融の円滑化を図ることができた。
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄付金
	その他
	県債
	一　般
財　源

	現計
予算額
	51,051,200
	0
	0
	0
	0
	0
	51,051,200
	0
	0

	補正

要求額
	662,500
	0
	0
	0
	0
	0
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	0
	0
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